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1.1 本事業の背景

DXレポートの公表などにより、貴省はデジタル産業として目指すべき方向性及びデジタル産業4
類型などを定義した

貴省：「第1回デジタル産業への変革に向けた研究会」討議資料より抜粋
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1.1 本事業の背景

（補足）デジタル産業4類型

貴省：「第2回デジタル産業への変革に向けた研究会」討議資料より抜粋
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1.2 本事業の目的

DXレポート2.2の作成に向け、DXレポート2.1までに示した抽象的な内容をより具体化するため
の要素を取り纏める

上記の背景を踏まえ、本研究会では、既存産業の企業をデジタル産業の企業4類型への変革を促すために、4類型
の詳細な特徴・要件と、それに基づく具体的な変革のステップを示すパターンを整理することで、A) デジタル産業への
宣言及び指標 と、B) 変革への道筋(DX成功パターン)を定める

貴省：「第1回デジタル産業への変革に向けた研究会」討議資料を一部改変

DXレポート2.2の作成

• 貴省が2021年8月に公開した「DXレポート2.1(DXレポート2追補版)」では、これまでのユーザー企業とベンダー企
業はともにその役割の垣根を解消し、あらゆる企業がデータやデジタル技術をより深く活用することで、グローバルにス
ケール可能となり、資本の大小や中央・地方の別なく、価値創出に参画できることを示した。そのような産業構造をデ
ジタル産業と呼び、デジタル産業の創出に向けた企業の変革の方向性について4類型を提示した。

• しかしながら、4類型の具体的な姿や各企業が具体的にどのようなステップを経れば、4類型に基づいた変革を遂
げられるのかが明らかでないという課題がある。既存産業の企業に対してデジタル産業の企業への変革を加速化し
ていくために、これらの課題を解決していく必要がある。
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有識者10名に委員として参加いただき、デジタル産業宣言、デジタル産業指標、DX成功パ
ターンの取り纏めに向けた議論を実施した

2.1 「デジタル産業への変革に向けた研究会」の開催

【委員】

（座長）

三谷 慶一郎 株式会社NTTデータ経営研究所 執行役員

（委員）

石原 直子 リクルートワークス研究所 人事研究センター長

亀山 満 三菱マテリアル株式会社 執行役員 CDO

喜多羅 滋夫 喜多羅株式会社 Chief Evangelist

冨安 寛 株式会社NTTデータ 執行役員 技術革新統括本部長

友岡 賢二 フジテック株式会社 常務執行役員 CIO/CDO

平鍋 健児 株式会社永和システムマネジメント 代表取締役社長

福田 譲 富士通株式会社 執行役員常務 CIO兼CDXO補佐

宮村 和谷 PwCあらた有限責任監査法人 パートナー

鷲崎 弘宜 早稲田大学 グローバルソフトウェアエンジニアリング研究所 所長

（氏名五十音順 敬称略）
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研究会3回を開催し企業のデジタル産業化を推進するための課題を整理したうえで、目指すべ
き方向性としてデジタル産業宣言、デジタル産業指標を取り纏めた

2.1 「デジタル産業への変革に向けた研究会」の開催

研究会 （座長及び事務局は貴省本館、委員及びオブザーバはオンラインで参加するハイブリッド形式）

【第1回】

► 開催日時 ： 1月6日（木） 16:00～18:00 

► 参加委員 ： 全員

► 論点 ： ①デジタル産業宣言の基本方針と構成要素 ②デジタル産業指標の構成要素

【第2回】

► 開催日時 ： 2月14日（月） 14:00～16:00 

► 参加委員 ： 全員

► 論点 ： ①デジタル産業宣言 ②デジタル産業指標 ③DX成功パターン

④DX政策ツールの普及展開・アップデートの仕組み

【第3回】

► 開催日時 ： 3月8日（火） 15:00～17:00 

► 参加委員 ： 三谷、石原、喜多羅、冨安、平鍋、福田、宮村、鷲崎（敬称略）

► 論点 ： ①DXレポート2.2のガイドライン ②デジタル産業宣言
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2.3 デジタル産業宣言の構成要素

デジタル産業宣言を構成する要素の説明（1/4）

担当役員によるDX推進よりも
経営者自らによるDXリードを

⚫ DXは、製品・サービスに留まらず、新たな価値の創出とそれを実現
するビジネスや企業文化の変革であるため、担当役員任せで進む
ものではない。企業会計・財務を知らない経営者はいないが、デジ

タルに疎い経営者は許容されている。

⚫ デジタル市場を目指す経営者は、自らデジタル技術がもたらす機会

と脅威を理解した上で、経営改革としてDXをリードするべきである。

1.経営者のミッション

製品・サービスを起点にするよりも
社会課題や顧客体験を起点に

⚫ いま世の中にある製品・サービスをいかに改善するかという発想では、

顧客が求める真のニーズの解決には至らない。

⚫ デジタル技術を活用し顧客の状況把握が容易に。データをもとに顧
客体験を構想したうえで、製品・サービスを顧客体験に配置すること

で、顧客が本来求めていた包括的なニーズを満たすことができる。

2.価値創出の起点

労働量（人×時間）よりも
ソフトウェアとそれを生み出すエンジニアを

⚫ 人数×稼働時間でもたらされる労働量には限りがあり、価値を世界
中のマーケットや顧客に広く迅速に提供することは困難である。

⚫ エンジニアとの協働を通じてノウハウをソフトウェア化することで、労
働量に依存せず、スケーラブルに価値を提供できる。それによって高

い生産性と競争力を実現。

3.価値の源泉（ソフトウェアファースト）

自前主義よりも
異業種間でデータで繋がるエコシステムを

⚫ デジタル技術を用いたビジネスが中心となっている現在、自社単体
や合理化を追求した同業種とのアライアンスでは、新しい価値を迅

速に創出することは困難。

⚫ 顧客体験に合わせて、自社だけでなく、他社のサービスを組み合わ
せたエコシステムを形成すること、それらがデータを介して滞りなくつな

がることで初めて、顧客のニーズに包括的かつ迅速に対応できる。

4.価値の源泉（デジタルエコシステム）

第2回研究会にて公表・議論
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2.3 デジタル産業宣言の構成要素

デジタル産業宣言を構成する要素の説明（2/4）

三方良し（自社・顧客・社会）よりも
六方良し（自社・顧客・投資家・パートナー・従業員・環境）を

⚫ 従来のビジネスにおいては、取引関係も固定的であり、各事業に閉
じているため、主に自社と顧客の利益、及び社会への貢献を念頭

に置くことが重要だった。

⚫ デジタルエコシステムとして価値提供する場合、すべてのステークホル
ダーとの関係は密接かつ動的に変化する。ビジネスパートナーの成
長や従業員のエンゲージメント、自社を取り巻く環境のサステナビリティまで

考慮することで、初めて持続的な成長が可能となる。

5.ステークホルダー

経営計画よりも
ビジョンと共感できるストーリーを

⚫ 明確なビジョンなきDX戦略（経営計画）では、なぜDXを実行す
るべきかを全社員が当事者意識をもって実行できず、 DX自体が目
的化してしまう。結果として延々とPOCを繰り返すといった事例が散見さ
れる。

⚫ 経営者自らがビジョンをストーリーとともに発信し、目指す方向性を
示すことで、ビジョンに即した意思決定基準へと変化するとともに、一

人一人が自分事ととしてDXを捉え、自ら変化を生み出す組織へ。

6.ビジョン

ビジネスの積み上げよりも
あるべき姿をデザインしてからの始点を

⚫ 既存ビジネスを起点とする考え方では、既存の顧客、製品・サービ
ス、ビジネスケイパビリティに気を取られ、新しい顧客、新しい製品・

サービス、新しい価値を構想することは困難。

⚫ 顧客との対話の中で最適な顧客体験を将来像として描きながら、
そこからのバックキャストでビジネスアーキテクチャをデザインしていくこと

で初めてエコシステムの中で自社が注力していくべき領域が分かる。

7.ビジネスデザイン（バックキャスティング）

管理の行き届いた制度よりも
個性や多様性が尊重される文化を

⚫ オペレーショナルエクセレンスを追求するばかりに、社員がルールや制
度に縛られ、自身の価値観に基づいて能力を発揮する機会が少な

ければ、新しい価値を創出することは難しい。

⚫ 人材の流動性が激しいエコシステムにおいて、個性や多様性が尊
重され、全社員がいきいきと働ける環境を整えてこそ、働き手からも

支持され、新しい価値を持続的に生み出すことができる。

8.企業文化（ひとりひとりがいきいきと働ける環境）

第2回研究会にて公表・議論
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2.3 デジタル産業宣言の構成要素

デジタル産業宣言を構成する要素の説明（3/4）

既存の仕組みの改善よりも
既存の仕組みに対する必要性への問いを

⚫ 現行のビジネスを所与のものとして考え単に既存の仕組みやシステ
ムの刷新、高度化を目的とするのでは、抜本的な提供価値やビジ
ネスモデルの変革に至らない。

⚫ レガシーシステムを生み出した企業文化を見つめなおし、常に既存
の仕組みの存在意義を問うて刷新できる、変革し続けられる組織

でこそ変化の激しい市場で競争力を維持できる。

9.既存の仕組みの必要性

完全を追求する姿勢よりも
不完全でも市場と対話し続ける姿勢を

⚫ 市場に出す前に完成度や無謬性を追求しすぎることで、迅速性や
試行錯誤（挑戦）そのものが失われている。

⚫ 市場にしか答えがない不確実な世の中だからこそ、不完全でも形に
して市場と対話をし続けなければならない。

10.試行錯誤

排他的な文化よりも
コミュニティを含む内外オープンな文化の醸成・徹底公開を

⚫ 組織内での縦割り文化や企業間でのナレッジ・データのつながりが遮
断される環境のなかではイノベーションは生まれにくい。

⚫ 内外の意識を持たずゆるく広く動的につながるコミュニティを形成し、
積極的なナレッジ・データの共有によるイノベーションの創出を追求す
るべきである。

11.組織運営

成功体験に基づく経験と勘よりも
データドリブンでの高度化と自動化を

⚫ 成功体験をアンラーンできず、これまでの経験や勘をベースに意思
決定していると、デジタル市場の激しい変化やエコシステム全体での

迅速な価値提供に対応できなくなる。

⚫ これまでの意思決定基準も参考にしながらも、データを基に意思決
定を高度化・自動化できる仕組みを生み出すことで、これまでにな

いスケールメリットと迅速な価値提供が可能となる。

12.意思決定

第2回研究会にて公表・議論
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2.3 デジタル産業宣言の構成要素

デジタル産業宣言を構成する要素の説明（4/4）

製品・サービス単位での短期的な評価よりも
企業全体のポートフォリオと先行投資を踏まえた中長期的な
評価を

⚫ 新規事業を、既存の事業の評価と同じ基準で投資、短期的に評
価している限りは、投資回収の期間が長く、リスクの高いデジタル

サービスの創出は困難である。

⚫ 新しい価値を提供するサービスの創出効果は、取り組みに対する成功確
率ではなく、１事業の成功がもたらすインパクトにあることを念頭に、事業
単位ではなく全社単位で、短期ではなく中長期で投資を張っていける体

制を作ることが重要。

13.投資

事業リテラシーとメンバーシップ型の終身雇用よりも
継続的なリスキル環境とスキル重視のジョブ型雇用を

⚫ メンバーシップを重視した組織において、個々人が事業リテラシーを

極めていくことは、既存事業を伸ばすことに最適化されている。

⚫ 自ら学び、社会に適用・拡張し続ける人材を発掘・育成し、スキル
重視で登用することで、デジタル産業の変化の激しい市場において、

迅速に新しい価値を提供し続けられる。

14.人的資本とリスキル

第2回研究会にて公表・議論
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2.3 第3回研究会を終えた時点のでデジタル産業宣言

研究会での議論を経たデジタル産業宣言は以下の通り
第3回研究会にて公表・議論
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既存産業からデジタル産業へと推移する際に生じる変革要素を体系化し整理した（1/2）
2.4 デジタル産業指標

特性 既存産業 (From) デジタル産業 (To)
類型
①

類型
②

類型
③

類型
④

類型ごとの特徴の考え方

顧客

顧客

発注者 パートナー ◎ ◎ ◎ ◎
デジタル市場においては、双方に売り手と買い手、新しい価値を生み出し合
う関係であり、全ての類型に当てはまる。

マス（集団）としてのマーケッ
ト

パーソナル（個人）としてのマーケッ
ト

◎ ◎
類型①、②は伴走型のビジネスが中心となる。
顧客数：類型①＜②＜③＜④

市場の捉え方 クローズ起点 オープン起点 〇 ◎ 〇
類型①、②は顧客密着型ビジネスであり商圏の制約あり
類型②、③はテクノロジー優位であり、ローカル依存度が小さい
類型④は商圏依存度の強い場合と、弱い場合の両方がある。

提供価値

提供価値 製品・サービス 顧客体験 ◎ ◎ ◎ ◎
自社で提供できるものを提供するという発想から、顧客が求める体験を実
現するために必要な機能を自社もしくはエコシステムから調達してくるという意
味では、全ての類型に共通ではないか。

価値の源泉

製品・サービスを起点にした同
業種間のサプライチェーン

顧客体験を起点にした異業種間の
データでつながるエコシステム

◎ ◎ ◎ ◎
自前主義から、エコシステム全体（顧客やパートナーとのとコラボレーショ
ン）で価値を提供するという構造は類型共通か。

労働量

ノウハウ・ツール／
ノウハウ・ツールを活用して変革を推
進できる人材

◎ ◎
類型①・②は伴走型であるが、ノウハウ・技術といった無形資産を構築する
ことで、属人性を超えた付加価値を提供可能。

ソフトウェア／
ソフトウェア化できる人材

◎ ◎
類型③・④はエンジニアによるソフトウェア化により、スケーラブルな価値提供
と、エコシステム全体での価値提供を確保できる。

製品・サービスの特性 何にでも対応できる 尖った強み ◎ ◎ ◎ ◎
取引関係が動的なエコシステム型になるからこそ、尖った強みがない限り、顧
客から選ばれなくなるという点で類型共通。

提供価値の更新タイミング 定期的 適時 ◎ ◎ 最終消費者に近いほど、リアルタイム性が競争軸となる。

顧客とのエンゲージメント 成約時点が最大 成約後も継続・向上 ◎ ◎ ◎ ◎ すべての類型において顧客の持続的な成功が重要な要素。

競合 競合の捉え方
製品・サービス単位 顧客体験単位 ◎ ◎ ◎ ◎ 「提供価値」と同様の区分になることを想定。

クローズ起点 オープン起点 〇 ◎ 〇 「市場の捉え方」と同様の区分になることを想定。

チャネル マーケティング/販売チャネル
事業起点にオンラインとオフラ
インの個別最適化

顧客体験起点にオンラインとオフライ
ンの融合

〇 ◎ 特に最終消費者に近いビジネスでは重要な特徴。

顧客との関係
性

取引関係 実績とコスト重視 提供価値とビジョン重視 ◎ ◎ ◎ ◎
どの類型も新しい価値提案を志向する、また、一緒に新しいビジョン（世界
観）を実現するという意味で実績・コストよりも提供価値・ビジョンが重要。

契約形態 請負契約中心 準委任契約中心 ◎ ◎ ◎ ◎
どの類型も効率化の領域よりも、新しい収益を生み出す領域を志向し、仕
様を定めることが困難であるため、準委任契約へシフトしていく。
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2.4 デジタル産業指標の構成要素説明

既存産業からデジタル産業へと推移する際に生じる変革要素を体系化し整理した

既存産業 ⇒ 発注者

企業間の取引領域において、製品の購入、サービスの申込
みなど、自社に対する「発注者」が顧客と定義されている状態。

デジタル産業 ⇒ パートナー

企業同士が相互の強みを持ちよる「ビジネスパートナー」となり、
製品やサービスを共同で開発し直接消費者に提供する。これ
により、旧来のB to BのビジネスモデルがB to CもしくはB to B to
Cに変革。

▶ 顧客

既存産業 ⇒ マス（集団）としてのマーケット

地域、年齢層などの一定の集団単位に対するマーケティング
施策が公共のメディアを通じて実施されている状態。

デジタル産業 ⇒ パーソナル（個人）としてのマーケット

データの活用により各顧客の個人単位での嗜好性分析が行
われ、スマートフォンなどのデジタルデバイスを通じて個人向け
の販促施策が行われるよう変革。

▶ 顧客

既存産業 ⇒ クローズ起点

製品・サービスの主要な提供先として国内顧客がターゲットと
なっており、旧来の取引関係及び取引内容が継続される前
提となっている状態。

デジタル産業 ⇒ オープン起点

活動拠点などの物理的な立地や国内のみの市場動向に捉
われず、グローバルを対象とした製品・サービスの提供を行うよ
う変革。 また、その変革に伴い、例えばBtoB前提のビジネス
がBtoBtoCなど別のモデルに変化する。

▶ 市場の捉え方

顧客
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2.4 デジタル産業指標の構成要素説明

既存産業からデジタル産業へと推移する際に生じる変革要素を体系化し整理した

提供価値

既存産業 ⇒ 製品・サービス

旧来より提供している製品・サービスが提供価値として認識さ
れている状態。

デジタル産業 ⇒ 顧客体験

製品・サービス単体の提供ではなく、それらが複合され新たな
価値として顧客体験を向上するよう変革。

▶ 提供価値

既存産業 ⇒ 製品・サービスを起点にした同業種間の
サプライチェーン

特定の製品・サービスにおける旧来市場への提供を前提とし
たサプライチェーンが構成されている状態。

デジタル産業 ⇒ 顧客体験を起点にした異業種間のデー
タでつながるエコシステム

特定の製品・サービス単体ではなく、複数のパートナー企業で
形成されるエコシステムとして顧客体験を提供するよう変革。

▶ 価値の源泉

既存産業 ⇒ 労働量

人の稼働量の大小で提供可能な価値が上下する状態。

デジタル産業 ⇒
ノウハウ・ツール/
ノウハウ・ツールを活用して変革を推進できる人材
ソフトウェア／
ソフトウェア化できる人材

ツールやソフトウェアによるノウハウの提供により顧客体験
の向上を実現できるよう変革。

▶ 価値の源泉

※顧客体験とは
顧客やユーザーが企業の商品・サービスに興味を持ち、それを利用する
までの一連の体験であり、顧客接点の集合体。
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2.4 デジタル産業指標の構成要素説明

既存産業からデジタル産業へと推移する際に生じる変革要素を体系化し整理した

提供価値

既存産業 ⇒ 定期的

製品・サービスがリアルでの人的対応や一定周期のシステム
連携によって一定のリードタイムにより提供される。

デジタル産業 ⇒ 適時

24時間365日常時受け付けが行われ、オンラインでのリアルタ
イム処理により即座に提供されるよう変革。

▶ 提供価値の更新タイミング

既存産業 ⇒ 成約時が最大

製品・サービスの成約時もしくは提供開始時が顧客との関係
性が最大値であり、以降はその関係性が徐々に薄れていく状
態。

デジタル産業 ⇒ 成約後も継続・向上

成約後も顧客との間でデジタル媒体を通じたインタラクティブな
コミュニケーションが行われ、関係性が継続・向上するよう変革。

▶ 顧客とのエンゲージメント

既存産業 ⇒ 何にでも対応できる

製品・サービスにおける多様な顧客のニーズに対する汎用性・
網羅性が重要な要素として定義されている状態。

デジタル産業 ⇒ 尖った強み

ある特定の領域において競合他社と比較した際に群を抜いた
強み（差別化）を発揮する要素が重要視されるよう変革。

▶ 製品・サービスの特性
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2.4 デジタル産業指標の構成要素説明

既存産業からデジタル産業へと推移する際に生じる変革要素を体系化し整理した

既存産業 ⇒ 製品・サービス単位

他社から提供される同類の製品・サービス単体が競合対象と
して認識されている状態。

デジタル産業 ⇒ 顧客体験単位

ビジネスパートナーと共同で提供する価値（顧客体験）が
同類の価値を提供する企業グループとの間で競争環境に置
かれるよう変革。

▶ 競合の捉え方

競合

既存産業 ⇒ クローズ起点

国内の市場及び競合企業のみが競争環境として認識されて
いる状態。

デジタル産業 ⇒ オープン起点

オンライン化、オープン化により市場において国境の概念がなく
なり、グローバルでの競争を余儀なくされるよう変革。

▶ 競合の捉え方
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2.4 デジタル産業指標の構成要素説明

既存産業からデジタル産業へと推移する際に生じる変革要素を体系化し整理した

チャネル

既存産業 ⇒ 事業起点にオンラインとオフラインの個別
最適化

提供する製品・サービスに関し、その提供物に関する販路・
マーケティング媒体が提供者の事情と判断によりオンラインとオ
フラインで使い分けられている状態。

例）製品A⇒新聞広告、製品B⇒ECサイト

デジタル産業 ⇒ 顧客体験起点にオンラインとオフライン
の融合

提供者都合ではなく、顧客体験の向上のために求められる販
路・マーケティングとしてオンラインとオフラインの媒体が融合す
るよう変革。

例）顧客志向分析⇒PUSH型広告⇒リアル店舗販売

▶ マーケティング/販売チャネル

顧客との関係性

既存産業 ⇒ 実績とコスト重視

顧客から提示された要求事項に対する過去の取引実績及び
提示価格が重要な選定基準とされている状態。

デジタル産業 ⇒ 提供価値とビジョン重視

これまでの顧客体験には無い新しい価値の提案や顧客の課
題課題、それらの社会実装に向けたビジョンが重要な選定基
準となるよう変革。

▶ 取引関係

既存産業 ⇒ 請負契約中心

既存事業の効率化などあらかじめ仕様が定められることが可
能な領域に適した契約形態を活用。

デジタル産業 ⇒ 準委任契約中心

新たな価値の創出などあらかじめ仕様を定めることができない
領域に適した契約形態を活用。

▶ 契約形態
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2.4 デジタル産業指標の構成要素説明

既存産業からデジタル産業へと推移する際に生じる変革要素を体系化し整理した

主要活動

既存産業 ⇒ 既存事業の効率化

顧客の既存事業における効率化（時間短縮、人員削減な
ど）を目的とした商品・サービスの提供が行われている状態。

デジタル産業 ⇒ 新たな価値の創出
（課題の発見・解決、顧客体験の向上）

顧客が意識しない潜在的な課題の発掘と具体的な解決手
段を提供することによる顧客体験の向上を実現するよう変革。

▶ キーアクティビティ

既存産業 ⇒ 大規模WF型受託開発

システム開発における手段として、外注先において旧来の開
発手順を1つずつ確認しながら工程を進めるWF（ウォーター
フォール）型が採用されている状態。

デジタル産業 ⇒ アジャイル/内製/DevOps

特定の目的を持つ開発を内製化し、試行錯誤を繰り返し早
期開発を実現するアジャイルやDevOpsが採用されるよう変革。

▶ 開発メソドロジ

既存産業 ⇒ 暗黙知

個人の知見（ナレッジ）がそれぞれの頭の中にある状態で、
資料等への落とし込み・体系化及び周囲との共有化ができて
いない状態。

デジタル産業 ⇒ 形式知

個人ナレッジの体系化・共有化により、そのナレッジに基づく一
定の方法論としてプログラムやフレームワークが確立され、事業
変革に活用される。

▶ ナレッジ
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2.4 デジタル産業指標の構成要素説明

既存産業からデジタル産業へと推移する際に生じる変革要素を体系化し整理した

リソース

既存産業 ⇒ 事業リテラシーまたはデジタルリテラシー

既存事業における業務効率化及び事業伸長に関連するス
キルセットが求められる状態。

例）システムエンジニア、ネットワークエンジニア

デジタル産業 ⇒ 事業リテラシー・デジタルリテラシー（デ
ジタル技術、デザイン、アジャイル）

既存事業とは一線を画した新たな価値を提供するためのデジ
タルデータの利活用スキルセットが求められるよう変革。

例）追加でデータサイエンティスト、AIアルゴリズムデザイナー

▶ 人的スキル

既存産業 ⇒ 自社の労働力

労働量が提供価値とされ、提供事業者における人材の人数
（＝提供可能な労働力）がキーリソースとされている状態。

デジタル産業 ⇒ データ・知財・エコシステムパートナー

価値を創出するデジタルデータや知財、また、自社では持ちえ
ない価値を提供可能なパートナー企業がキーリソースと認識さ
れるよう変革。

▶ キーリソース

既存産業 ⇒ オンプレ

旧来のオンプレミス型で自社利用に閉じたシステム基盤を利
活用している状態。

デジタル産業 ⇒ クラウド

クラウドなどオープンな環境で柔軟性の高いシステム構築・運
用を行い、顧客接点もオープン化されるよう変革。

▶ コンピューティング基盤

既存産業 ⇒ メンバーシップ型の雇用

雇用人材に対し業務を割り当てる旧来からの状態。

デジタル産業 ⇒ スキル重視の雇用

業務内容に対し適切な人材を雇用する形態に変革。

▶ 人材雇用
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2.4 デジタル産業指標の構成要素説明

既存産業からデジタル産業へと推移する際に生じる変革要素を体系化し整理した

既存産業 ⇒ 固定的なピラミッド型

発注者と受注者、元請けと下請け、のように、取引企業間に
おいて上下関係が発生している状態。

デジタル産業 ⇒ 動的なエコシステム型

提供する顧客体験の実現に合わせ、適宜複数の企業がビジ
ネスパートナーとしてエコシステムを形成し、対等な立場で顧
客に対して価値を提供する形態に変革。

▶ 企業間のつながり

既存産業 ⇒ 同業種

旧来からの提供商品もしくはサービスという限定的な範囲にお
いて同業種内での他企業と協業が行われている状態。

デジタル産業 ⇒ 異業種

旧来からの商品やサービスとは異なる新たな価値を顧客に提
供するため、異業種企業との協業が進むよう変革。

例）自動車メーカーが異業種と協業し、デジタルデータを用い
た移動系サービス（MaaS)に進出する

▶ コラボレーション

既存産業 ⇒ 企業単体

事業の継続性に関し、企業単体（もしくは系列グループ単
位）で考慮されている状態。

デジタル産業 ⇒ エコシステム全体

自社もしくは自社系列グループのみならず、ビジネスパートナー
との間で形成されたエコシステム全体としての事業継続性が
考慮されるよう変革。

▶ サステナビリティ

協業
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2.4 デジタル産業指標の構成要素説明

既存産業からデジタル産業へと推移する際に生じる変革要素を体系化し整理した

既存産業 ⇒ 大きい

製品・サービスの提供におけるヒト・モノの異存が大きく、提供
量に応じてコストも増大する状態。

デジタル産業 ⇒ 小さい

ソフトウェアによるナレッジ提供など、商品・サービスの提供量と
コストが比例しない関係に変革。

▶ 限界費用

既存産業 ⇒ コスト削減

継続提供する商品・サービスの実質値上げをすることが難しく、
利益を確保するためにコスト削減を求められる状態。

デジタル産業 ⇒ 付加価値による売上向上

顧客の対する新たな価値提供を実現することにより、旧来の
商品・サービスには無い価格設定が可能となり、付加価値に
よる利益率向上が実現できるよう変革。

▶ 利益確保

収益構造

既存産業 ⇒ 小さい

既存事業に対する付属的なものであり小規模に実施される
状態。

デジタル産業 ⇒ 大きい

既存産業とは全く異なる領域へのデジタル関連投資が伴うた
め、既存産業と比較すると規模の大きな投資が求められる。

▶ 初期投資

既存産業 ⇒ 早い

既存事業のベースにアドオンする投資判断においては、比較
的早期の収益化が実現可能。

デジタル産業 ⇒ 遅い

トライアンドエラーの取り組みが求められ、事業として成熟し収
益化につなげるには一定以上の時間を要する。

▶ 収益化までの時間
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DX成功企業に対するヒアリング及び机上調査を実施した結果を踏まえ、DX成功パターンを構
成する要素を仮説として抽出

2.5 DX成功パターンの要素検討

DX成功事例からの仮説要素抽出

• 本報告書54ページ以降に取り纏めたDX成功事例において、成功パターンの構成要素となり得ると想定する内容を抽出

• 各仮説要素に関連する成功事例は下記表のとおり

番号 目的 仮説構成要素 該当するDX成功事例

1 既存事業と並行で新規事業を創出する 新規事業特区を作る 事例1、事例3、事例8

2 適切な人材配置を行う 人材採用の方法を変える 事例1、事例3、事例5、事例7、事例8

3 やりがいのある職場環境を作る 評価制度を変える 事例1、事例3、事例4、事例8

4
顧客ニーズや市場環境の変化に柔軟か
つ適切に対応する

開発規模を小さくする 事例1、事例2、事例7、事例8

5 顧客の潜在課題を知る 事業（業界）のことを理解する 事例2、事例4、事例5、事例6

6 効率的な営業活動を行う リテラシーや意欲の強い顧客を発掘する 事例1、事例6、事例8

7 提供する価値を向上する 「マーケット」ではなく「カスタマー」を見る 事例1、事例7

8 競合との差別化要素を打ち出す 自社の強みを知る 事例1、事例3、事例4、事例5、事例6

9 自社のケイパビリティを明示する 積極的に情報発信する 事例1、事例3、事例7

10 自社だけでは無し得ない価値を創出する パートナー企業と共創する 事例4、事例6

11 トライ＆エラーから成功を導く 長期的な観点での成果を見据える 事例3、事例6、事例8

12 物理的な拠点の役割を見直す 物理的立地を「制約」ではなく「利点」に変える 事例7、事例8

13 データを収集し活用する 属人性を排除する 事例3、事例4、事例5、事例6

14 実態を正しく理解し事業計画に反映する 経験則や勘ではなくデータで判断する 事例4、事例5、事例7
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2.5 DX成功パターンを構成する要素の仮説

本事業にてヒアリングを実施した企業における成功事例から、成功の秘訣と思われるポイントを
抽出した（1/2）

1. 新規事業特区を作る

• 既存事業とは全く異なる新規事業組織を構成し、既存事業からの影響を受けない体制とする

2. 人材採用の方法を変える

• 新規事業の展開に必要なスキルやナレッジを有する人材のみを社内招聘し、不足は外部からジョブ型雇用する

3. 評価制度を変える

• 既存事業とは全く異なる評価指標を設定し、よりチャレンジングな取り組みを推進するためのモチベーションを高める

4. 開発規模を小さくする

• システム開発において複雑な大規模開発を長期にわたり実施するのではなく、機能を分割し小規模の開発を同時進行させる

5. 事業（業界）のことを理解する

• 自社サービスの提供先と想定される企業（業界）の業務を熟知し、潜在的な課題を発掘する

6. リテラシーや意欲の強い顧客を発掘する

• 意思・傾向のない顧客をその気にさせる方法ではなく、意思があるがある顧客の背中を押す

7. 「マーケット」ではなく「カスタマー」を見る

• 製品やサービスの「市場」単位ではなく、企業や個人を単位とした観点を持つ
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2.5 DX成功パターンを構成する要素の仮説

本事業にてヒアリングを実施した企業における成功事例から、成功の秘訣と思われるポイントを
抽出した（2/2）

8. 自社の強みを知る

• 他社の既存サービスと比較した際の自社の強みを正しく理解する

9. 積極的に情報発信する

• 自社の持つナレッジや技術に関する情報を積極的に外部に公開し存在価値を高める（知財のオープン戦略）

10. パートナー企業と共創する

• 新たな価値創出に際し自社では充足できないリソースを他社とのパートナーシップ（エコシステム）により解決する

11. 長期的な観点での成果を見据える

• 「いつ儲かる？ 1か月後か？ 半年後か？」というありがちな収益視点だけではなく、自社変革の視座をもつ

12. 物理的立地を「制約」ではなく「利点」に変える

• リアル店舗・窓口の機能をデジタルだけでカバーできない要素の補完として整理する

13. 属人性を排除する

• ナレッジやノウハウを可能な限りオープン、形式知化し、特定の誰かにしかできない仕事を排除する

14. 経験則や勘ではなくデータで判断する

• 蓄積したデータの分析結果を判断の最重要要素と位置づけ、過去の経験則や勘はその補助的機能と位置付ける
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• 調査事業（※）及び本事業として実施したヒアリング、机上調査を通じて、先進的な取り組みを行う企業事例を収集した。

• 本事業の目的である、今後DXに取り組む企業が参照するうえで有用なものたりうるかとの観点及び、デジタル産業指標の活用
やパターン化の可能性を探る観点から、以下の３点に留意して各企業の取り組みを要約した。

1. ビジネスモデルを変革するにあたり先進企業が実際に直面した課題を明確にする

2. 先進企業が課題を乗り越えた方法・手段の要点を明らかにする

3. デジタル産業指標を用いて、ビジネスモデル変革の要点を探る

先進的な取り組みを行う企業に対してヒアリングを実施し、ビジネスモデルを変革するにあたり
直面した課題をどのように乗り越えたかについてデジタル産業指標を用いて要点を記述した

2.6 DX成功事例

番号 業種 類型

1 情報通信業者 類型①，②

2 情報通信業者 類型①，②

3 情報通信業者 類型③

4 不動産業者 類型③

5 情報通信業者 類型③

6 製造業者 類型③

7 小売業者 類型④

8 金融業者 類型④

事例の収集方法と要約の観点
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2.6 DX成功事例（類型①、②）

提供価値を変革させるため企業が直面した課題と解決のポイント（課題1）

課題

リソース

背景

解決の
ポイント

•ウォーターフォール型の受託開発を行っていたものの、部署間調整や交渉ごとなどの業務でエンジニアが疲弊する
不幸な労働環境が生まれていた。

•受託開発の契約形態が根本的な課題だと判断し、よりエンジニアがいきいきと働くことのできるプロジェクトづくりを
模索していた。

事業の転換ではなく、新しい仕事感へのシフトと従業員それぞれが望む労働環境を整
備したこと

•アジャイル開発の支援をミッションとする事業部を立ち上げ、事業にあった人材を新規で採用及び自発的な社内
技術転換を促す一方で、人材のトランスフォーメーションは容易ではないため既存事業と新規事業の人材の交流
は十分な時間をかけて行った。同時に、エンジニアとマネジメントが同等な給与体系を整備することで、エンジニア
が自らのやりたいことを満足して実践できる環境を整えた。結果として、既存事業からの緩やかな転換と、従業員
各々が高いモチベーションで働ける労働環境を実現。

•新規事業においては、顧客の示す要件を満たす業務ではなく、自らが顧客の立場で経営レベルの課題解決を支
援することで新たな価値を提供するために、受託事業のような納品を前提とする請負形態から伴走型支援の準
委任での契約形態へとシフトした。

どのように既存事業に囚われずにアジャイルを中心に据えた新規事業立ち上げを行ったか

キー
ドライバー

人材雇用：メンバーシップ型の雇用→スキル重視の雇用

1

主要活動 開発メソドロジ：大規模WF型受託開発→アジャイル/内製/DevOps

顧客 契約形態：委託契約中心→準委任契約中心
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2.6 DX成功事例（類型①、②）

提供価値を変革させるため企業が直面した課題と解決のポイント（課題2）

課題

顧客との
関係性

背景

解決の
ポイント

•アジャイル開発など新しい開発体制には経営者の理解が必要不可欠であるが、日本の経営者層にはあまり理
解されていない領域であり、自社の顧客開拓の道筋を模索していた。

アジャイル開発の実際の現場を見せるオープン見学会を通じてビジョンに共感できる顧
客と関係を築いたこと

•アジャイル開発を実際に行う現場を社外に公開するオープン（リモート）見学会という場を設け、既存の開発手
法への危機感や新手法への関心が強い経営者や現場リーダー層が集まる参加型の環境（コミュニティ）を作る
ことで、自社が掲げるビジョンに共感する顧客とのつながりを築くことができた。ビジョンを重視した関係性を持ってい
るからこそビジネスインパクトまでを考えたシステムを「共創・協働」関係で開発する既存事業の効率化にとどまらな
い顧客との共創を実現した。

どのように顧客を開拓するか

キー
ドライバー

取引関係：実績とコスト重視→提供価値とビジョン重視

2

副次的な
効果

•自社のエンジニアが社外に向けて情報発信を行うことを推奨しており、社外での受けた評価を社内評価へ還元する
ことで技術者のモチベーション向上につなげている。企業のブランディングと技術者本人のブランディングの両方を実現。

主要活動 キーアクティビティ：顧客に対する既存事業の効率化→顧客に対する新たな価値の創出（課題の発見、顧客体験の向上）
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2.6 DX成功事例（類型①、②）

提供価値を変革させるため企業が直面した課題と解決のポイント（課題1）

課題

背景

解決の
ポイント

•ウォーターフォール型の受託開発を行っていたものの、長期間の開発を経ることにより市場の求めるスピードに応え
ることができず、市場から求められていないものを作ることにジレンマを抱えていた。また、市場ニーズに対応できてい
ないことから従業員のモチベーションも低い状態にあり、事業変革を構想していた。

既存事業の顧客基盤に対してアジャイルによる開発とその内製化支援を提案し、成功
体験を得たこと

•単に顧客から要求された最新技術を提供するのではなく、該当顧客の潜在的課題を解決するためにウォーター
フォール型ではなくアジャイルでの開発をその内製化の支援とともに行うことで「価値を提供する」成功体験を積むこ
とができた。その成功体験に基づき、試行錯誤を続けながら徐々に受託開発の比率を下げながら内製化支援に
よるビジネスを拡大した。

どのように市場に求められるサービスを見つけるか

キー
ドライバー

1

主要活動 キーアクティビティ：顧客に対する既存事業の効率化→顧客に対する新たな価値の創出（課題の発見、顧客体験の向上）
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2.6 DX成功事例（類型①、②）

提供価値を変革させるため企業が直面した課題と解決のポイント（課題2）

課題

顧客との
関係性

背景

•受託ビジネスを行っているときは、コストを下げたい顧客と売上を伸ばしたい自社との対立関係になっていた。

•市場からは迅速なサービスの提供が求められていることを感じていたが、ウォーターフォール型の開発でのスピード感
や顧客との対立関係ではそれらを実現することが困難であった。

顧客との関係性を組織体制やビジネスの構築まで踏み込んだパートナー関係に変えた
こと

•時代や状況変化に即した柔軟で迅速に顧客課題を解決する手段としてアジャイル開発でのシステム開発へシフト。

•最先端技術の純粋なトレーニングを顧客へ提供する段階から、技術を使って実現したいことを深堀することで、ア
ジャイル開発や内製化を共に進めるパートナーとしてビジョンを共有し関係を深めることとなり、価値あるサービスの
迅速な提供を実現した。

どのように価値のあるサービスを迅速に提供可能にするか

キー
ドライバー

取引関係：実績とコスト重視→提供価値とビジョン重視

2

主要活動 開発メソドロジ：大規模WF型受託開発→アジャイル/内製/DevOps

解決の
ポイント
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2.6 DX成功事例（類型③）

提供価値を変革させるため企業が直面した課題と解決のポイント（課題1）

課題

リソース

背景

解決の
ポイント

•自社において不動産事業を行う中で非効率な業界の状況を認識し、自社の積極的なITの活用によって自社
業務の生産性を向上できると考えていた。

経営者トップ先導によって全社の事業・ITリテラシーの融合をしたこと

•経営トップが社内のあらゆる会議体へ参加し、各所でリテラシー（事業orデジタル）の高い人材をDX推進の
キーマンとして位置づけ、
キーマン同士の対話機会創出、技術部門とビジネス部門のコラボレーションに関する評価制度・表彰制度などを
設け、組織全体の意識を改革した。

•不動産実務に精通している事業部門とデジタル技術に精通したIT部門の知見が融合されたことで形式知として
蓄積し、生産性を高めるクラウドサービスへと昇華することができた。

デジタル技術を活用していかに不動産実務の生産性を高めるか

キー
ドライバー

1

主要活動 ナレッジ：暗黙知→形式知

人的スキル：事業リテラシー or デジタルリテラシー → 事業リテラシー×デジタルリテラシー
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2.6 DX成功事例（類型③）

提供価値を変革させるため企業が直面した課題と解決のポイント（課題2）

課題

協業

背景

解決の
ポイント

•社内デジタライゼーションを積極的に進め、不動産の実務に精通した知見をもとに各種AIクラウドツールを開発し
て自社の事業で活用していた。

•自社事業でAIクラウドツールを活用していくなかで、同業他社にとってもインパクトを与えうるものだと確信し、他社
へのツール提供によるビジネス機会を感じていた。

顧客全体の大量なデータの収集・分析よる持続的に提供価値を向上させる仕組みを
構築したこと

•「自社独占ではなく、ツールを広く普及させて不動産業界全体に変革をもたらす」という経営判断のもと、自社の
業務改善ツールを同業他社へAIクラウドサービスとして提供。

•業界全体のデータプールを作ることでAIクラウドサービスを活用するすべての企業のデータが大量に蓄積され、規模
の小さい企業であっても、自社が保有する少量データの分析とは比較にならない精度のサービスを享受することが
できるため、企業規模を問わずサービスを利用する、という好循環を生み出し利用企業が拡大した。

どのように同業他社へのサービスを展開するか（同業他社をどのように顧客とするか）

キー
ドライバー

企業間のつながり：固定的なピラミッド型→動的なエコシステム型

2

副次的な
効果

•一社のデータ量では実現が難しい提供価値を同業他社で構成するエコシステムを形成することで実現することが
できた。

•実際に自社の不動産事業部においてサービスを利用し、実務に根付いた使い勝手を追求していたことで、外部
ベンダーの提供するサービスとは一線を画することができた。
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2.6 DX成功事例（類型③）

提供価値を変革させるため企業が直面した課題と解決のポイント（課題1）

課題

リソース

背景

解決の
ポイント

•顧客の個別の課題を解決する技術を持ち合わせていたものの、技術提供にとどまり、より深い経営課題や社会
課題に踏み込んだ提案はできていなかった。

事業や業界領域に精通した人材の獲得によって事業リテラシーとデジタルリテラシーを
融合しパートナーとしての関係を築いたこと

•従来持ち合わせていた技術的な要素に加え、戦略コンサルタントや特定の業界に明るい人材を獲得することでシ
ステム要件よりも上流の顧客の潜在的・本質的な課題に踏み込んだソリューションの開発・提案を可能とした。

•より上流の経営戦略からサポートすることで、顧客のとらえ方はシステム開発の発注者から、社会課題を共に解決
するパートナーへと変化した。

どのように社会的あるいは経営インパクトのあるサービスを提供するか

キー
ドライバー

人的スキル：事業リテラシー or デジタルリテラシー → 事業リテラシー×デジタルリテラシー

1

リソース 人材雇用：メンバーシップ型→スキル重視の雇用

顧客：発注者→パートナー顧客
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2.6 DX成功事例（類型③）

提供価値を変革させるため企業が直面した課題と解決のポイント（課題2）

課題

背景
•顧客それぞれに個別のソリューションを提供しつづけていくことではより多くの顧客や社会の課題の解決が難しく、
自社のビジョンの実現には労働集約型の人月ビジネスでは限界を感じていた。

個社ごとの課題から共通点を見つけ出し汎用化し、プラットフォームへ蓄積して横展開
を可能にしたこと

•特定企業の課題解決を実現し、そのソリューションやアルゴリズム等の汎用的な要素をプラットフォームに蓄積・形
式知化することで、同種の課題に直面する企業へ迅速な横展開が可能となった。

•個社の課題ごとに０からプロダクトを開発する必要がなくなり、小さい限界費用でビジネスを広範囲に展開すること
で高い利益率を実現し、人を割り当てて、稼働率を上げて稼ぐという目先の利益ではなく、大きな課題を解決す
ることによる収益を上げられるようになった。

どのように同業他社へのサービスを展開するか（同業他社をどのように顧客とするか）

キー
ドライバー

2

主要活動 ナレッジ：暗黙知→形式知

リソース キーリソース：自社の労働力→データ・知財・エコシステムパートナー

解決の
ポイント
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2.6 DX成功事例（類型③）

提供価値を変革させるため企業が直面した課題と解決のポイント（課題1）

課題

リソース

背景

解決の
ポイント

•過去最大の赤字を経験し、業績が大幅に落ち込んだことを受け、その打開策としてDXが選択され新規事業部が発足した。

•従来よりOTやITに精通した技術者や知見は有していたものの、両アセットを組み合わせサービスとして提供するには、社内
全体のリテラシーが部門や事業ドメインごとで個別最適化されている状態であり、困難な状況であった。

事業や業界領域に精通した人材の獲得によって事業リテラシーとデジタルリテラシーを
融合しパートナーとしての関係を築いたこと

•顧客課題に対してデータを活用し、どのようなサービスを提供するかを実際のプロジェクトや社内の業務改善を通じ
て検討する等デジタルリテラシーと事業リテラシーを融合させるトレーニングを顧客に近い部門の管理職以上から始
め、 全社的に行った。

•SE向けのITトレーニングを全社的なDXトレーニングに置き換え、事業リテラシーとデジタルリテラシーの融合を加速
させた。

どのように自社のデジタルリテラシーを向上するか

キー
ドライバー

人的スキル：事業リテラシー or デジタルリテラシー → 事業リテラシー×デジタルリテラシー

1
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2.6 DX成功事例（類型③）

提供価値を変革させるため企業が直面した課題と解決のポイント（課題2）

課題

背景
•「コト」売りへのシフトやパートナー企業とのエコシステム形成には、自社やパートナー企業で生み出すノウハウを蓄
積しサービス展開が可能なプラットフォームの構築が不可欠であった。

IoTを活用して課題の要因や暗黙知をデータ化し、課題解決の手法に共通する部分
を汎用化・モデル化したこと

•自社の基幹工場を実験場と位置づけ、各工程や工程間の進捗をデータ化することで効率を妨げていた要因を特
定しより生産性の高いモデルを作り上げる等の実験を繰り返し行い、課題解決の共通部分を抽出して汎用化し
た。

•また、パートナー企業と共同で、ワークショップによる対話や機械学習でパターンを検出すること等により暗黙知を
データとして捉えシステム化を図るなどしてナレッジを蓄積。

どのようにプラットフォームを構築するか

キー
ドライバー

2

主要活動 ナレッジ：暗黙知→形式知

解決の
ポイント



8080

2.6 DX成功事例（類型③）

提供価値を変革させるため企業が直面した課題と解決のポイント（課題3）

課題

背景
•デジタル化の進展に合わせた事業構造の変革を迫られていた。

•また、社会環境や技術変革のスピードが年々早まっていくなか、長期間の開発を経て製品・システムを提供する
ことでは、社会や顧客の求める価値を迅速に提供することができなかった。

自社やパートナー企業と生み出したソリューションやナレッジを蓄積・循環させるプラット
フォームを活用したエコシステム全体でのサービス提供をしたこと

•社会課題の解決というビジョンのもとに既存ビジネスの顧客基盤をパートナーと再定義したうえで、自社やパート
ナー企業の提供するソリューションやノウハウをプラットフォームを通じて提供。課題に応じた具体的なソリューション
をプラットフォームの中で容易に特定ができるようにすることで、エコシステムとして最適な価値提供を実現した。

どのように同業他社へのサービスを展開するか（同業他社をどのように顧客とするか）

キー
ドライバー

2

顧客 顧客：発注者→パートナー

顧客との
関係性 取引関係：実績とコスト重視→提供価値とビジョン重視

解決の
ポイント

協業 企業間のつながり：固定的なピラミッド型→動的なエコシステム型
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3. DXレポート2.2及び今後の政策への提言

デジタル産業宣言をより多くの企業に普及・浸透させるためには目新しい広報戦略が不可欠
であり、これまで以上に尖った情報発信が求められる（1/2）

1．オウンドメディア特設コーナーのコンテンツ拡充 （尖ったコンテンツによる話題性及び認知向上）

これまでの企業インタビューとは一線を画した、「企業」ではなく
「個人」を主とした当事者参加型コンテンツの作成

最初にデジタル産業宣言に賛同した委員一人一人に対
するインタビュー記事を掲載し、以降賛同者を「個人」主
体として同様にコンテンツ化する

• 本事業における研究会に委員として参加いただいた10名の方に、研究会の中では語り尽くせなかった熱のこもっ
た想いや実際に取り組んでいる内容などをインタビュー形式でコンテンツ化

• 現場で直面するリアルな課題を赤裸々に語っていただき、その課題意識や目指すべき姿、政府に対する要求
事項などをストレートに表現したコンテンツとして掲載する

• 宣言に賛同し、自らも宣言者となった経営TOPにも同様にインタビューに答えていただき、隔週更新、１年継続
を目標にコンテンツを更新する（特設解除後は一般コンテンツとして継続）

• DXレポート2.2に限らず、「METI Journal online」の更新のたびにメディアに対して通知する（ニュースリリース扱い
ではなく、HP上での記載を要さない「お知らせ」のようなイメージ）

目的

2．「デジタル産業座談会（仮称）」の開催及びコンテンツ化 （宣言賛同者増加を目指すコミュニティ形成）

デジタル産業宣言に賛同し具体的な取り組みを推進している
当事者同士のコミュニティを形成

志を共に産業の変革のリードを推進する賛同者が自由闊
達に意見交換を行える場を用意し、その議論をMETI 
Journal onlineでコンテンツ化する

• DXに取り組む日本企業の実態、良いことばかりではない苦労話など、経営者の共感を呼ぶリアルな話題を定期
的に発信する

• 例えば、会食・懇親会を兼ねた座談会という位置づけにし、「アンフォーマル」な雰囲気の中で議論いただき、文
語ではなく口語の表現で読み手に近い存在であることをアピールし、宣言へ賛同を促す

目的
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3. DXレポート2.2及び今後の政策への提言

デジタル産業宣言をより多くの企業に普及・浸透させるためには目新しい広報戦略が不可欠
であり、これまで以上に尖った情報発信が求められる（2/2）

3．宣言賛同企業に関する貴省HPでの一覧表示 （エコシステム化の能動的推進）

政府主導の政策（今回はデジタル産業宣言）に賛同する
企業の取り組みを貴省HPで一覧化

宣言に賛同する企業の具体的な取り組み内容を提示す
ることで当該企業がステークホルダーに対してアピールでき、
企業間アライアンスの推進機能も兼ねる

• 宣言に賛同した企業におけるデジタル産業化に向けた取り組みの状況を共通の項目を以て貴HPに一覧表示
する（例えば、デジタル関連サービスに関する利益率、関連サービスの給与伸長率、DX従事従業員数、DX関
連サービス売り上げ、DX関連トレーニング予算、DX関連サービス研究開発費、など） ※米国におけるPledge 
to America‘s Workersが一例

• 各賛同企業に掲載内容更新の権限を与え、賛同企業自身が自社の状況を更新できる仕組みを構築し、貴
省における更新作業を省略すると共に、企業の自主的な働きかけでコンテンツを維持する（併せて掲載内容に
関する各企業の問合せ対応窓口も公開できれば尚可）

• 宣言賛同企業のでデジタル産業化に向けた取り組みが数値で具体的に提示されることで、他企業・他業種と
のアライアンスを検討している企業における従来のベースとは異なる提携先検討の材料となる

目的
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3. DXレポート2.2及び今後の政策への提言

民間企業単体では実行困難な「行政ならでは」の施策により、デジタル産業化を推進する

1．業界団体とのコラボレーション

経団連、各種情報産業系団体とのコラボレーションによりデジ
タル産業化に向けた推進施策を実行

• 各業界団体の持つ広報媒体及び発信経路を用いた情報発信を行うことで、より広範囲な企業への浸透を促
す

• 貴省単独での優遇措置に加え、業界団体と連携した補助制度などを設定することにより、業界団体主導のデ
ジタル産業化を推進する

目的

2．中小企業庁とのコラボレーション

中小企業庁との連携し、中小企業を中心としたデジタル産業
化推進施策を講じる

貴省単独の広報活動に加え、業界団体を通じた情報発信
によりより多くの企業へのデジタル産業化を促進する

真の「企業規模や立地に依らないデジタル産業化」の実現に
向け、中小企業を支援する

• 「デジタル技術を用いて既存事業とは異なる新たな収益事業を立ち上げる」という定義に基づくデジタル産業化
は中小企業にとっては敷居が高いと感じられるため、中企庁と連携した中小企業支援施策を講じる

• 例えば、広く中小企業が活用可能なデジタル基盤を中企庁と共同で企画・構築・運営し、そこに中小企業が
参画しPOCレベルから基盤を活用したデジタル産業化の取り組みが可能な体制を構築する

目的




